
Ⅰ．基本事項
１．計画期間
　17年度～18年度（平成17年4月1日～平成19年3月31日）（2年間）

２．基本方針
　浜通り地方の地元金融機関として、地区住民の手足となって奉仕し、相互の繁栄をはかる。

３．当金庫が目指している姿

ない最も厳しい時期を迎えている。

４．経営戦略目標と重点課題
（１）経営戦略目標
　①地元企業の支援・育成

　②不良債権処理の促進
　　企業の財務内容の分析結果から、取引企業に積極的に出向き、財務内容の改善について支援する。
　③経営資源の積極的活用
　　顧客や企業の相談に対応できる人材を育成する。

（２）重点課題
　①コンプライアンス態勢、リスク管理態勢の確立
　②貸出金の量の拡充と質の充実
　③預貸率の向上と貸出金利の適正化
　④不良債権の適切な処理と貸出債権の健全化
　⑤貸出商品（企業・個人）の開発
　⑥渉外体制の見直し、顧客相談機能の充実
　⑦新時代に対応できる人材と専門性を有する人材の育成

５．重点強化期間中に推進する事項
（１）事業再生・中小企業金融の円滑化
　・ 創業・新事業支援機能等の強化
　・ 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
　・ 事業再生に向けた積極的取組み
　・ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
　・ 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化
　・ 人材の育成

　　　地域密着型金融推進計画

　地域経済の低迷により、取引先企業の経営内容が悪化しており、貸出金の減少・不良債権等の増加から、当金庫の経営もかつて経験したことの

　協同組織金融機関として、地域社会のリーダー的役割により再生・活性化のために努力することが地域金融機関の役割である。
　そのために、①貸出金の増強と企業再生に向けた支援②不良債権処理を中心とした生産性の向上③経営資源（人的資源・物的資源・組織資源）
の積極的活用と見直しを図りながら、強い経営体質の確立を目指すこととする。

　　主要取引先の経理、税務、法律などに精通した専門家（弁護士・公認会計士・税理士等）と連携を取りながら、地元企業の支援、育成を図る。
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（２）経営力の強化
　・ リスク管理態勢の充実
　・ 収益管理態勢の整備と収益力の向上
　・ ガバナンスの強化
　・ 法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化
　・ ＩＴの戦略的活用
　・ 協同組織中央機関の機能強化

（３）地域の利用者の利便性向上

６．重点強化期間中における数値的目標
（１）自己資本比率 １３ ％台 (１８年度末目標)
（２）預貸率 ４９ ％台 (１８年度末目標)
（３）不良債権比率 １２ ％台 (１８年度末目標)
（４）ランクアップ先数 ７ 先 (１７年度末目標)
（５）地域密着型金融推進商品実行額 ２，３５０ 百万円 (１７年度末目標)

Ⅱ．大項目毎の取組方針
１．事業再生・中小企業金融の円滑化
【現状の分析及び評価】

と評価している。

【今後の課題】

【取組方針】

２．経営力の強化
【現状の分析及び評価】

整備と収益力の向上に努めるなど一定の成果があったものと評価している。

比率については改善の必要があると認識している。外部格付機関（フィッチ）による格付も、ワンスター★（財務力が適切な水準）の評価を受けている。

【今後の課題】

加えて、経営統冶（ガバナンス）の確立と法令遵守（コンプライアンス）態勢の強化が必要である。

【取組方針】

型金融の一層の推進を図っていくこととする。

　15年度～16年度の集中改善期間における健全性の確保・収益性の向上等に向けた取組みは、資産査定・信用リスク管理の強化を図り、収益管理態勢の

　また、16年度決算における自己資本比率や預貸金利鞘は、東北地区内信金の平均と比較しても上回っており良好な水準にあるが、預貸率および不良債権

　リスク管理の高度化に向けたより厳格な対応を行い、新ＢＩＳ規制に対する管理態勢を構築し、経営体質の強化を図る必要がある。また、当金庫における
最重要課題として預貸率のアップと不良債権の削減を柱とした経営方針を掲げ、収益管理態勢の整備と収益力の向上を図っていかなければならない。

前向きに取組み、中小企業支援のための体制整備や保証協会・政府系金融機関との連携など、地域においての地域密着型金融の効果があったもの

　地域密着型金融の本質を再認識し、集中改善期間に実施した各種施策を継続推進するとともに、新たに要請された事項に対し十分な検討を加え、地域密着

　新アクションプログラムに基づく個別毎の取組み方針とする。

　15年度～16年度における集中改善期間に取組み、実施した諸施策については、積極的に取引先企業の実態把握に努めたほか、企業再生支援にも
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３．地域の利用者の利便性向上
【現状の分析及び評価】

【今後の課題】

利便性の向上を図る必要がある。

【取組方針】

　新アクションプログラムに基づく個別毎の取組み方針とする。

　新アクションプログラムに基づく個別毎の取組み方針とする。

　利用者利便性の向上については、総代との懇談会および若手経営者の会である「元気塾」との意見交換会等を通じて、相談・要望等の顧客ニーズを的確に
把握し、取引先の事業再生に向けた積極的な取組みや低利で申込手続きが簡便な新商品の開発など、地域密着型金融の効果があったものと評価している。
　また、『まちづくり』の視点から、「道の駅」検討委員会・「サマーフェスタ」等に積極的に参加し、地域活性化に貢献できるよう努めたが、地域経済は依然として
低迷しており、更なる努力が必要であると認識している。
　なお、会員に対するアンケート調査を実施し、顧客からの苦情を貴重な意見として業務改善の参考とし、経営に反映させている。

　利用者に対してより充実した分かりやすいディスクロージャー誌およびホームページの作成に努め、当金庫の地域における信頼性を高める必要がある。
　また、地域の施設やメインストリート等の空き地を利用した合同イベント等に参加し、地域の活性化に努めなければならない。
　なお、今後も継続して総代懇談会を開催し、顧客ニーズを的確に把握するとともに、会員宛アンケート調査をさらに充実した内容にすることにより、利用者
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Ⅲ．アクションプログラムに基づく個別の取組み

取組方針及び目標 具体的取組策 １７年度 １８年度

・審査能力向上のための庫内
研修会の実施や外部研修等
へ参加するとともに、福島県
信用保証協会や政府系金融
機関との協調融資に取り組ん
だ結果、地域の再生・活性化
や起業支援等に地域密着型
金融の効果があったものと評
価している。

・創業・新事業支援機能等の
強化に向けた取組みを支援
するため、①融資審査態勢の
強化、②起業・事業展開に資
する情報、③創業・新事業の
成長段階に応じた適切な支援
等に取り組む。

・審査能力向上のための庫
内研修会等の実施と外部研
修等への参加。
・福島県信用保証協会・政府
系金融機関との連携強化。
・税理士会との交流やＴＫＣ
会計人との連携強化。
・産業支援センター・中小企
業支援センターとの連携強
化。

・審査能力向上のための庫内
研修会等の実施と外部研修
等への参加。
・福島県信用保証協会・政府
系金融機関との連携強化。
・税理士会との交流やＴＫＣ会
計人との連携強化。
・産業支援センター・中小企
業支援センターとの連携強
化。

・審査能力向上のための庫
内研修会等の実施と外部研
修等への参加。
・福島県信用保証協会・政府
系金融機関との連携強化。
・税理士会との交流やＴＫＣ
会計人との連携強化。
・産業支援センター・中小企
業支援センターとの連携強
化。

①取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 ・ＴＫＣ会計人との連携による
経営相談および福島県産業
振興センターのサービス機能
の活用により成果があったも
のと評価している。
・ビジネスマッチングの場とし
てあぶくま元気塾を設立したこ
とにより、若手経営者に対する
経営支援の強化が図られたと
評価している。

・商工会議所・商工会、ＴＫＣ
会計人および福島県産業振
興センターとの連携により取
引先企業の経営相談・支援機
能の強化に取り組む。
・再生中の取引企業に対し適
切なモニタリングを実施する。
・しんきんビジネスマッチング
サービスの取扱いに取り組
む。

・ＴＫＣ会計人との連携強化
のため交流会等の実施。
・商工会議所、商工会および
福島県産業振興センターとの
連携強化。
・ビジネスマッチングの場とし
てあぶくま元気塾の開催。
・しんきんビジネスマッチング
サービスへ顧客情報の提
供。

・ＴＫＣ会計人との交流会、勉
強会の実施。
・商工会議所、商工会および
福島県産業振興センターとの
連携強化。
・あぶくま元気塾の開催。
・各種情報提供機能の強化。

・ＴＫＣ会計人との交流会、勉
強会の実施。
・商工会議所、商工会および
福島県産業振興センターとの
連携強化。
・あぶくま元気塾の開催。
・各種情報提供機能の強化。

②要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組みの
強化

・支援先をランクアップ支援
先、ランクダウン防止先に分
け継続的に相談・助言を行っ
ている。また、支援先の進捗
状況については継続的に管理
しており成果があったものと評
価している。今後もキャッシュ
フローのモニタリングを実施
し、取組みを一層強化してい
く。

・経営支援先を選定し、ランク
アップを目指す先・ランクダウ
ン防止先に分け対応策を支
援会議で検討し、実行する。
・定期的・継続的にモニタリン
グし、対象企業の実態把握に
努め不良債権の新規発生防
止や要注意債権等の健全化
に向けた取組みを一層強化
する。
・目標⇒ランクアップ先　7先
　　　　　　（17年度末目標）
　　　　　不良債権比率12％台
　　　　　　（18年度末目標）

・定期的なヒアリングの実施。
・経営支援会議の実施により
進捗状況の把握。
・定期的・継続的に取引企業
のモニタリング実施。
・中小企業支援スキル向上の
ため、研修会への積極的な
参加。

・前年度の取組実績の検証と
その結果を踏まえた効果的
施策の検討。
・定期的なヒアリングの実施。
・経営支援会議の実施により
進捗状況の把握。
・定期的・継続的に取引企業
のモニタリング実施。
・研修会への積極的な参加。

・前年度の取組実績の検証と
その結果を踏まえた効果的
施策の検討。
・定期的なヒアリングの実施。
・経営支援会議の実施により
進捗状況の把握。
・定期的・継続的に取引企業
のモニタリング実施。
・研修会への積極的な参加。

③健全債権化等の強化に関する実績の公表等 ・経営支援による債務者区分
のランクアップ先数の公表は
年度毎にホームページおよび
ディスクロージャー誌等で実績
を公表し成果があったものと
評価している。

・今後も継続的に、ホーム
ページおよびディスクロー
ジャー誌等等で公表するとと
もに公表内容の拡充を図る。

・経営支援の取組み先数やラ
ンクアップ先数について、実
績公表に加え、業種別・金額
別等のデータも公表。
・可能な限り、ランクアップの
成功事例等も組み入れる。

・前年度の取組み実績を、
ホームページおよびディスク
ロージャー誌等で公表。

・前年度の取組み実績を、
ホームページおよびディスク
ロージャー誌等で公表。

（２）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

項　　　　　目 現状分析及び評価
実施スケジュール

（１）創業・新事業支援機能等の強化

計　画（目標設定を含む）
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取組方針及び目標 具体的取組策 １７年度 １８年度

①事業再生に向けた積極的取組み ・取引先について福島県中小
企業再生支援協議会へ指導
を依頼し、同協議会と連携して
事業再生に積極的に取り組ん
だものと評価している。
・その他の事業再生手法につ
いては必要に応じ検討する。

・福島県中小企業再生支援協
議会との連携により、事業再
生に向けた積極的な取組みを
検討する。
・事業再生手法については研
修等への積極的参加によりノ
ウハウの蓄積に努める。

・当金庫の経営支援先を中心
に福島県中小企業再生支援
協議会の活用が有効と思わ
れる先については積極的な
活用を検討する。

・福島県中小企業再生支援
協議会の利用先についての
選定および紹介。

・福島県中小企業再生支援
協議会の利用先についての
選定および紹介。

②再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生ノウハ
ウ共有化の一層の推進

・福島県中小企業再生支援協
議会と連携して事業再生に取
組みした結果、16年度に再生
計画第1号の成功事例として
取り上げられ取組みの成果が
あったものと評価している。

・中小企業再生支援協議会と
連携し、今後も継続的に取引
先企業の経営支援・意見の交
換等を通し、一層の支援強化
に取り組む。取組結果につい
ては積極的に情報開示を行っ
ていく。

・現在、取引先１先が中小企
業再生支援協議会の指導を
受けている。今後も進捗状況
の報告・取引先の紹介等によ
り、連携を強化しつつ企業再
生に取組む。取組結果につ
いて積極的な情報開示。

・取組み先の支援状況の確
認。
・再生支援の実績の事例が
あった場合、取りまとめ公表
する。

・取組み先の支援状況の確
認。
・再生支援の実績の事例が
あった場合、取りまとめ公表
する。

①担保・保証に過度に依存しない融資の推進 ・スコアリングモデルを活用し
た融資商品の販売は順調な
実績を示し、また貸出後の業
況把握を強化したことに伴い、
担保・保証に過度に依存しな
い融資推進の取組みは確実
に前進しているものと評価して
いる。

・あぶくまサポートの販売を継
続推進するとともに、ローンレ
ビューを徹底し担保・保証に
過度に依存しない融資推進を
図っていく。
・信用リスクに応じた適正貸出
金利設定の構築に努める。
・第三者保証の利用は過度な
ものとならないよう留意する。

・あぶくまサポートの販売促
進。
・ローンレビューの徹底。
・適正貸出金利設定の検討・
実施。
・あぶくまビジネスローン１００
０の発売、推進

・あぶくまサポートの販売促
進。
・ローンレビューの徹底。
・適正貸出金利設定のための
内部基準を検討し、適正貸出
金利基準表の策定・実施。
・あぶくまビジネスローン１００
０の発売、推進。

・あぶくまサポートの販売促
進。
・ローンレビューの徹底。
・適正貸出金利基準表の検
証および問題点の把握と是
正。
・あぶくまビジネスローン１００
０の販売、推進。

②中小企業の資金調達手法の多様化等 ・福島県信用保証協会保証付
の売掛債権担保融資制度等、
ＴＫＣ経営者ローンおよび国民
生活金融公庫との業務提携
等の取組みを実施した結果、
資金調達の有効な手段となっ
たものと評価している。

・売掛債権担保融資制度等、
ＴＫＣ経営者ローン、あぶくま
サポート、あぶくまビジネス
ローン１０００の商品を中心に
推進を図る。
・国民生活金融公庫との連携
により資金調達の多様化を図
る。
・目標⇒地域密着型金融推進
商品実行額　２，３５０百万円
　　　　　　（17年度末目標額）

・売掛債権担保融資制度等
について、取引先のニーズに
あった推進。
・ＴＫＣ経営者ローン、あぶく
まサポート、あぶくまビジネス
ローン１０００の融資推進。
・国民生活金融公庫との交流
会等の実施による連携強化。

・福島県信用保証協会・国民
生活金融公庫およびＴＫＣ会
計人との交流会を実施。
・あぶくまサポート、あぶくまビ
ジネスローン１０００、売掛債
権担保融資制度等およびＴＫ
Ｃ経営者ローンの融資推進。
・取引先の財務分析の徹底と
財務諸表の精度の検証。

・福島県信用保証協会・国民
生活金融公庫およびＴＫＣ会
計人との交流会を実施。
・あぶくまサポート、あぶくま
ビジネスローン１０００、売掛
債権担保融資制度等および
ＴＫＣ経営者ローンの融資推
進。
・取引先の財務分析の徹底と
財務諸表の精度の検証。

①顧客への説明態勢の整備 ・顧客説明態勢の規則・要領
に基づいた取扱いを開始する
とともに関係書類も同時に改
訂する。
・与信取引顧客に対する説明
義務は誠実に対応しているも
のと評価している。

・与信業務についての苦情・ト
ラブル発生を防止するため、
金融機関に義務付けされてい
る説明義務を履行する。
・継続して説明態勢整備の強
化を図る。

・与信取引開始時に、徴求書
類等について統一した取扱
いを徹底するために一覧表を
利用する。
・ゆとり研修時に顧客説明態
勢について周知を図る。

・ゆとり研修を利用した顧客
説明態勢の周知徹底。
・営業店臨店による指導。
・監査部監査結果による指導
実施。

・ゆとり研修を利用した顧客
説明態勢の周知徹底。
・営業店臨店による指導。
・監査部監査結果による指導
実施。

（３）事業再生に向けた積極的取組み

（４）担保・保証に過度に依存しない融資の推進等

（５）顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化

項　　　　　目 現状分析及び評価
計　画（目標設定を含む） 実施スケジュール
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取組方針及び目標 具体的取組策 １７年度 １８年度
②相談苦情処理機能の強化 ・顧客からの相談苦情等の事

項については苦情処理記録簿
により監査部へ速やかに報告
する体制としている。
・苦情については、可能な限り
顧客の理解と納得を得て解決
することとしている。
・与信業務に係る説明態勢で
の苦情等にかかる分析が十
分ではないと評価している。

・ 苦情に限らず相談要望事項
についても引き続き監査部へ
の報告を徹底する。
・ 苦情等の発生を防止するた
め、営業店での顧客説明態勢
に係る規則・要領の遵守状況
を本部監査の対象とする。
・ 与信業務に限らず顧客説明
に係る苦情等の蓄積と分析・
還元に努める。

・臨店監査時には顧客説明
態勢に係る具体的な取扱状
況を検証および苦情等の報
告漏れの検証実施。
・監査部は苦情等を苦情処理
記録管理表により管理し、顧
客説明態勢に係る苦情等も
含めた分析を行い、半期ごと
に庫内研修会等を開催し全
職員への還元を図る。

・苦情等の実例分析を行い、
その対応について庫内研修
会を半期ごとに開催する。

・苦情等の実例分析を行い、
その対応について庫内研修
会を半期ごとに開催する。

・各研修会等への参加や事業
再生、経営支援に関する通信
講座、検定試験を斡旋し、知
識と技術の養成を図ってい
る。
・経営支援・目利き力について
は、より一層の知識と能力が
必要とされることから、継続的
に人材育成を行わなければな
らないと認識している。

・各研修会へ継続的に職員を
参加させるとともに、本部およ
び営業店において庫内研修
会を実施する。
・通信講座、検定試験による
自己啓発を推進することで全
体的に職員の知識、能力の
底上げを図る。

・各信用金庫協会主催の目
利き力養成関連講座へ職員
を参加させ、研修受講者を講
師とした庫内研修会の実施
により人材育成を図る。
・事業再生アドバイザー講座
等の通信講座および経営支
援アドバイザー２級等の検定
試験を斡旋し、自己啓発を推
進する。

・各協会主催の目利き力養成
講座関連講習会への参加。
・関連部署における庫内研修
会の実施。
・研修受講者を講師とした庫
内研修会を実施。

・各協会主催の目利き力養成
講座関連講習会への参加。
・関連部署における庫内研修
会の実施。
・研修受講者を講師とした庫
内研修会を実施。

２．経営力の強化

①適切な自己査定および償却・引当の確保 ・適切な自己査定と償却・引
当、担保評価方法の合理性、
処分実績からみた不動産担保
評価精度に係る厳正な検証へ
の取組みは適切に実施してい
るものと評価しているが、今後
もリスク管理の高度化に向け
たより厳格な対応が必要であ
ると認識している。

・職員の自己査定能力向上を
図るため、定期的に庫内研修
会等を行い、適切な自己査定
を実施する。また、不動産担
保評価精度の厳正な検証を
実践するため、処分実績の調
査を年２回行い、適切な償却・
引当を実施する。

・融資・自己査定関連の庫内
研修会等を定期的に行い、
職員の自己査定能力の向上
に努める。
・不動産担保物件の処分実
績調査を年２回行い、評価精
度の検証を徹底する。

・融資・自己査定関連の庫内
研修会等を実施。
・処分実績に基づく17年度の
不動産担保掛目を検討。
・前半期の不動産担保物件
処分実績を調査。

・融資・自己査定関連の庫内
研修会等を実施。
・処分実績に基づく18年度の
不動産担保掛目を検討。
・前半期の不動産担保物件
処分実績を調査。

②市場リスク管理態勢の充実 ・市場状況と運用状況および
保有有価証券の評価損益等
の市場リスク状況は定期的に
経営陣へ報告する態勢となっ
ている。
・金利リスク量分析は１００ＢＰ
Ｖを採用している。
・リスクと収益を考慮した運用
管理に努めているものと評価
している。

・市場リスクを適切に把握し、
当金庫として取り得る許容範
囲内に収めるとともにリスクの
管理と適正な収益の確保を目
指す。
・資産負債全体の金利リスク
量のリスクリミットは、自己資
本比率８％を維持できる額と
している。

・年度毎の有価証券運用方
針に基づき、リスク分散を心
掛け、金利上昇に備えた運
用手法の確立と金利上昇に
強いポートフォリオの構築に
取り組む。

・有価証券運用方針に沿った
運用商品の選定と、ポート
フォリオの構築。
・アウトライヤー規制を意識し
た１％９９％タイル値による資
産負債全体の金利リスク量
計測の実施と、金利リスク量
調整策の検討。
・新ＢＩＳ規制に向けて本部役
職員の勉強会の検討。

・統合リスク管理のための統
合ＶａＲ管理手法等の検討。
・アウトライヤー規制を意識し
た１％９９％タイル値による資
産負債全体の金利リスク量
計測の実施と、金利リスク量
調整策の検討。

項　　　　　目 現状分析及び評価
計　画（目標設定を含む）

（６）人材の育成

（１）リスク管理態勢の充実

実施スケジュール
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取組方針及び目標 具体的取組策 １７年度 １８年度

①管理会計の整備と業績評価結果に基づく業務の再構
築

・収益性・効率性の指標につ
いては、営業店業績評価制度
に取り入れており、営業店別
に分析評価している。
・営業店別の月次損益表を作
成し、還元する際に、分析評
価コメントを付し、改善するた
めの方策等も指導している。
・適正な本支店レートの設定
が必要であると評価している。

・営業店業績評価基準等イ
ンセンティブの見直しによ
り、収益性・効率性の向上
を図る。
・本部経費の配賦と本支店
レートの見直しにより、精
度の高い収益管理制度の構
築を図る。

・営業店業績評価基準におい
て目標対達成率で配点する
方法を採用する。
・本部経費配分後の店別収
益に対する分析評価。
・年度毎事業計画で本部の
業務純益と預金・貸出金の期
中平残等を算出し、本支店
レートを決定する。

・収益性・効率性の向上を図
るための業績評価基準の制
定。
・本支店レートの見直しによる
精度の高い収益管理制度の
構築。

・収益性・効率性の向上を図
るための業績評価基準の制
定。

②信用リスクデータの蓄積と金利設定のための内部基
準の整備

・信用リスクデータの蓄積、債
務者区分と整合的な企業信用
格付構築への取組みは確実
に前進しているものと評価して
いるが、適正貸出金利設定の
ための内部基準の整備につい
ては更なる検討が必要なもの
と認識している。

・企業信用格付の更なる精度
向上に努め、企業信用格付を
起点とした信用リスクデータの
整備と充実を図り、信用リスク
に応じた適正貸出金利設定を
行っていくための体制整備に
努める。

・企業信用格付を適正に運営
し、正確かつ信頼性の高い信
用リスクデータを整備し充実
化を図る。
・信用リスクデータの充実化
により適正貸出金利設定の
ための内部基準を検討実
施。

・企業信用格付結果の検証
と問題点を把握。
・企業信用格付の問題点の
是正と適正な運営。
・適正貸出金利設定のため
の内部基準を検討し適正貸
出金利基準表の策定・実
施。

・企業信用格付結果の検証
と問題点を把握。
・企業信用格付の問題点の
是正と適正な運営。
・適正貸出金利基準表の検
証および問題点の把握・是
正。

・ディスクロージャー誌により
業績等の開示とともに総代会
の仕組み等を掲載している。
・総代懇談会の開催により総
代会の機能強化を図っている
ものと評価している。
・会員宛のアンケート調査を実
施し、業務に反映させている。

・ディスクロージャー誌につい
ては今後も総代会の仕組み
等を掲載し更に内容を充実さ
せる。
・総代懇談会の開催により総
代会の機能強化に取り組む。
・会員宛アンケート調査を引き
続き実施し分析結果を踏まえ
た経営改善に取り組む。

・総代懇談会の開催により総
代会の機能強化に取り組む。
・会員宛アンケート調査結果
を詳細に分析し、経営改善に
取り組む。経営改善項目につ
いてはディスクロージャー誌
等で公表。

・16年度のディスクロージャー
誌の開示および会員宛アン
ケートによる調査を実施。
・17年度半期のディスクロー
ジャー誌の開示および総代懇
談会の実施。

・17年度のディスクロージャー
誌の開示および会員宛アン
ケートによる調査を実施。
・会員宛アンケート調査結果
を踏まえ、取組みした経営改
善項目を公表。
・ 18年度半期のディスクロー
ジャー誌の開示および総代
懇談会の実施。

①営業店に対する法令等遵守状況の点検強化等 ・業務監査の項目として実施し
ており態勢整備が図られてい
るものと評価している。
・コンプライアンスを更に徹底
するためには、職員の意識改
革が最も重要であり意識の向
上が不祥事件等の未然・再発
防止を図る最善策であると認
識している。

・理事長直轄のコンプライアン
ス室を新設するなど機構改革
を実施する。
・不祥事件等の未然防止策と
して、コンプライアンス臨店指
導体制の確立を目的とした
ルール設定および具体的施
策を実施する。

・ コンプライアンス臨店指導
要領および臨店指導計画書
の策定。
・ 本部・営業店の業務遂行に
係る法令等遵守状況につい
て不祥事件等の未然・再発
防止を図るとともにコンプライ
アンスプログラムの実効性を
高めながら意識の向上を図
る。

・コンプライアンス臨店指導要
領および臨店指導計画書の
策定。
・コンプライアンス臨店指導要
領等に基づきコンプライアン
スの遵守状況を把握し、その
結果を踏まえて指導を行い意
識の継続的向上を図る。
・集合研修終了後にコンプラ
イアンス勉強会の実施。

・取組み実績の現状把握およ
びそれを踏まえた効果的施
策の検討。
・集合研修終了後にコンプラ
イアンス勉強会の実施。
・進捗状況の確認および管
理。

（４）法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化

計　画（目標設定を含む）

（２）収益管理態勢の整備と収益力の向上

スケジュール

（３）ガバナンスの強化

項　　　　　目 現状分析及び評価
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取組方針及び目標 具体的取組策 １７年度 １８年度
②適切な顧客情報の管理・取扱いの確保 ・個人情報保護法に対応した

プライバシーポリシーの公表、
および規程・要領等を制定し、
顧客情報の管理・取扱いにつ
いての事前研修を全役職員対
象に実施し周知した。
・顧客情報の管理・取扱いの
重要性について、今年度の重
点項目の１つとして掲げてい
る。

・継続した研修を実施し、職員
のスキルアップを図る。
・厳格な責任体制の確立を図
る。
・情報漏えい時の対策の明確
化を図る。
・情報漏えい防止のためのシ
ステム構築を推進する。

・担当業務別研修会の開催。
・就業規則に基づいた責任の
明確化。
・店内検査および本部監査に
よる情報管理のチエック。
・情報漏えい時を想定した訓
練の実施。
・必要なシステム関連設備を
導入。

・ 全役職員から誓約書を徴
求。
・ 各営業部店を臨店し取扱い
の実態を聴取。
・ 監査部の本部監査実施・監
査結果のフォロー実施。
・ 研修会・勉強会の実施。
・ ＰＣ等システム機器操作管
理設備の導入。

・ 監査部の本部監査実施・監
査結果のフォロー実施。
・ 研修会・勉強会の実施。
・ 訓練の実施。

・効率的なシステム活用につ
いては、共同事務センター提
供の還元データを当金庫独自
に利用している。
・事務リスク排除のためのＩＴ投
資については、担当部署から
投資効果等の意見を聞き理事
会または常務会において導入
を決定している。

・ 還元データの有効活用を図
る。
・ ＩＴ投資による事務リスクの
軽減を図る。
・ ＩＴを活用して、地域の情報
発信基地の構築を図る。

・各営業部店の意見集約によ
り、日常業務への有効的な活
用。
・ ＩＴ投資による効果の検証。
・ ホームページ上に顧客交
流促進となる地域情報の掲
載。
・ 新規業務へのＩＴ投資の検
討。

・ ＩＴ設備について、各店の現
状把握と投資効果予想の聴
取。
・ 還元データ有効利用による
業務推進体制の検証。
・ 同業異種交流事業の促進
（ビジネスマッチング）。
・ ＩＴ投資の現状と見直し。

・ 還元データ有効利用による
業務推進体制の検証。
・ 同業異種交流事業の促進
（ビジネスマッチング）。
・ ＩＴ投資の現状と見直し。

・ 毎月金利リスク量を計測し
許容できる範囲内であるかど
うか適切に管理している。
・信金中央金庫が行っている
経営相談機能を通じリスク管
理能力の向上を図っている。
・信金中金との連携を強化し
つつリスクと収益を考慮した運
用管理態勢に努めているもの
と評価している。

・定期的に信金中央金庫が
行っているＡＬＭ支援・有価証
券ポートフォリオ分析等の経
営相談機能を活用する。
・信金中央金庫との連携をよ
り一層強化し、特別定期預金
の取組みや投信窓販の取扱
開始における支援等必要に
応じてアドバイスや情報提供
を受ける。

・信金中央金庫に対し有価証
券ポートフォリオ分析を要
請。
・投信窓販に対する指導・支
援を要請。

・ 信金中央金庫に対し有価
証券ポートフォリオ分析を要
請する。
・ 投信窓販に対する指導・支
援を要請する。

・ 信金中央金庫に対し有価
証券ポートフォリオ分析を要
請する。
・ 投信窓販に対する指導・支
援を要請する。

３．地域の利用者の利便性向上

①地域貢献に関する情報開示 ・「リレーションシップバンキン
グの機能強化に関するアク
ションプログラム」に開示要請
されている事項についてディス
クロージャー誌およびホーム
ページでの公表により利用者
向け情報開示ができているも
のと評価している。

・地域の中小企業者への資金
供給状況が一目でわかるよう
開示し、また、地域の預金者
からお預かりした預金積金が
どのように融資還元されてい
るかわかりやすく開示する。

・ ディスクロージャー誌および
ホームページに地域の中小
企業者への資金供給状況を
貸出金残高構成で開示す
る。
・ 地域の預金者からお預かり
した預金積金がどのように融
資還元されているかわかりや
すく開

・ディスクロージャー誌および
ホームページにより16年度の
開示。（平成17年7月頃）
・半期開示ディスクロージャー
誌およびホームページにより
平成17年11月頃開示。

・ディスクロージャー誌および
ホームページにより17年度の
開示。（平成18年7月頃）
・半期開示ディスクロージャー
誌およびホームページにより
平成18年11月頃開示。

②充実した分かりやすい情報開示の推進 ・「リレーションシップバンキン
グの機能強化に関するアク
ションプログラム」に開示要請
されている事項についてディス
クロージャー誌およびホーム
ページでのイラストおよび写真
を用いてわかりやすい情報開
示ができているものと評価して
いる。

・金融活動を通じた当金庫の
地域貢献を利用者に対してわ
かりやすく、創意工夫して開
示する。

・ディスクロージャー誌および
ホームページに、金融活動を
通じた当金庫の地域貢献を
利用者に対して一目でわか
るようイラストや写真等で、創
意工夫して開示。

・ディスクロージャー誌および
ホームページにより16年度の
開示。（平成17年7月頃）
・半期開示ディスクロージャー
誌およびホームページにより
平成17年11月頃開示。

・ディスクロージャー誌および
ホームページにより17年度の
開示。（平成18年7月頃）
・半期開示ディスクロージャー
誌およびホームページにより
平成18年11月頃開示。

（１）地域貢献等に関する情報開示

（５）ΙΤの戦略的活用

（６）協同組織中央機関の機能強化

計　画（目標設定を含む） 実施スケジュール
項　　　　　目 現状分析及び評価
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取組方針及び目標 具体的取組策 １７年度 １８年度
・利用者満足度を高めるため
会員宛アンケート意見の調査
を実施し業務に反映している。
今後、アンケート内容をさらに
充実する必要があると認識し
ている。
・総代懇談会を開催し利用者
の意見要望等を店舗運営に
反映させているものと評価して
いる。

・より多くの利用者のニーズや
意見等を経営に反映させるこ
とで、利用者の満足度を重視
した金融機関経営の確立を図
る。

・会員宛アンケートによる意
見の調査を実施し、また、総
代との懇談会開催等により、
利用者の意見を吸い上げ、
経営に反映させることで、利
用者の満足度を重視した金
融機関経営の確立を図る。

・会員宛アンケート意見の調
査を業務報告書と共に郵送
にて実施。
・総代懇談会を開催。

・会員宛アンケート意見の調
査を業務報告書と共に郵送
にて実施。
・総代懇談会を開催。

・行政等との連携により、創業
支援を始め企業再生を積極的
に行うとともに、「道の駅」検討
委員会、「サマーフェスタ」等の
『まちづくり』に参加し、地域の
活性化に貢献できるように努
めている。今後、更なる努力
が必要であると認識している。

・行政および商工会議所等と
の情報交換を密にすることに
より、地元産業への支援態勢
を整備し、地域経済の活性化
に努める。

・原町市産業支援センターと
の定期的な情報交換を行うと
ともにまちづくり研究会等へ
の参画により、地域経済の動
きを早急に感知し、地域経済
支援および「まちづくり」の推
進活動に寄与できるよう積極
的に活動をする。

・各市町村、商工会議所が主
催する事業等への積極的参
加および連携。

・各市町村、商工会議所が主
催する事業等への積極的参
加および連携。

計　画（目標設定を含む）
項　　　　　目 現状分析及び評価

スケジュール

（２）地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

（３）地域再生推進のための各種施策との連携等
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